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政策評価調書（政策評価体系図）

所管名：環境省

政策評価
調書番号

1 地球温暖化対策の推進 1 地球温暖化対策の推進 ①

2 地球環境の保全 2 地球環境の保全 ②

3 大気・水・土壌環境等の保全 3 大気・水・土壌環境等の保全 ③

4 廃棄物・リサイクル対策の推進 4 廃棄物・リサイクル対策の推進 ④

5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 ⑤

6 化学物質対策の推進 6 化学物質対策の推進 ⑥

7 環境保健対策の推進 7 環境保健対策の推進 ⑦

8 環境・経済・社会の統合的向上 8 環境・経済・社会の統合的向上 ⑧

9 環境政策の基盤整備 9 環境政策の基盤整備 ⑨

10 放射性物質による環境の汚染への対処 10 放射性物質による環境の汚染への対処 ⑩

注）１．

２．

３．


４．

５．

６．

予算書における項･事項と一致する政策レベル以外でも評価を実施している場合は、個別票を別途作成することと
し、政策評価調書番号は記入例２のとおり付番すること。

政策ごとの予算がないものについては、政策評価調書番号欄に「-」を記入する。

28年度成立予算における政策体系図
【平成28年度実施計画（28年４月策定）】（注３）

29年度概算要求における政策評価体系図
【平成29年度実施計画（29年４月策定（予定））】（注４）

政策評価において使用している政策レベルの名称を記入すること。

予算書における項・事項と一致する政策レベルは必ず記入すること。

28年度政策体系図を記入すること。また、その根拠（政策評価基本計画、実施計画等）及びその策定年月を記入
すること。
29年度において実施することが予定されている政策体系図を記入すること。また、その根拠（政策評価基本計画、
実施計画等、予定を含む）及びその策定年月を記入すること。なお、29年度の新規の政策及び前年度政策体系
図における政策の名称から変更があるものについては、下線を付すこと。
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【平成28年度実施計画 28年４月策定に対応するもの】
所管：環境省 会計：一般会計 組織：環境本省

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

×
× 審議会等に必要な経費(95)

① ● 地球温暖化対策推進費
●

① ◆
◆

② ● 地球環境保全等試験研究費
●

② ● 地球環境保全費
●

③ ●
●

④ ● 廃棄物・リサイクル対策推進費
●

④ ● 廃棄物処理施設整備費
●

⑤ ● 生物多様性保全等推進費
●

⑤ ● 環境保全施設整備費
　　　 ●

⑤ ● 自然公園等事業費
自然公園等事業に必要な経費(45) ●

⑥ ● 化学物質対策推進費
●

⑦ ● 環境保健対策推進費
環境保健対策の推進に必要な経費(95) ●

⑦ ● 自動車重量税財源公害健康被害補償費
●

⑧ ● 環境・経済・社会の統合的向上費
●

環境政策基盤整備費
⑨ ● ●
⑨ ● ●

環境調査研修所
× 環境調査研修所に必要な経費(13)

⑨ ● ●
⑨ ◆ 環境調査研修所施設費

◆

環境政策基盤整備等に必要な経費(95)
環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費(13)

環境保全に関する調査、研修等に必要な経費(13)

環境調査研修所施設整備に必要な経費(13)

廃棄物処理施設整備に必要な経費(45)

生物多様性の保全等の推進に必要な経費(95)

環境保全施設整備に必要な経費(95)

化学物質対策の推進に必要な経費(95)

自動車重量税財源公害健康被害補償に必要な経費(95)

環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費(95)

石油石炭税財源のエネルギー需給構造高度化対策に係るエネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費(63)

地球環境保全等試験研究に必要な経費(95)

地球環境の保全に必要な経費(95)
大気・水・土壌環境等保全費

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費(95)

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費(95)

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

概算要求書

環境本省共通費
環境本省一般行政に必要な経費(95)

地球温暖化対策の推進に必要な経費(95)
石油石炭税財源エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策特別会計へ繰入
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【平成28年度実施計画 28年４月策定に対応するもの】
所管：環境省 会計：一般会計 組織：環境本省

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

概算要求書

⑨ ◆ 独立行政法人環境再生保全機構運営費
◆
◆

⑨ ◆ 国立研究開発法人国立環境研究所運営費
◆

⑨ ◆ 国立研究開発法人国立環境研究所施設整備費
◆

①②⑨ ● 環境研究総合推進費
○ ○ ●

×

× 廃棄物処理施設整備事業調査諸費

× 自然公園等事業工事諸費

× 廃棄物処理施設災害復旧事業費

× 自然公園等施設災害復旧事業費

自然公園等事業工事諸費に必要な経費(45)

自然公園等施設災害復旧事業に必要な経費(49)

国立研究開発法人国立環境研究所運営費交付金に必要な経費(13)

国立研究開発法人国立環境研究所施設整備に必要な経費(13)

環境研究総合推進に必要な経費(13)
石綿健康被害救済事務費労働保険特別会計へ繰入

石綿健康被害救済事務の財源の労働保険特別会計徴収勘定への繰入れに必要な経費(95)

廃棄物処理施設整備事業調査諸費に必要な経費(45)

廃棄物処理施設災害復旧事業に必要な経費(49)

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に必要な経費(95)
独立行政法人環境再生保全機構環境保全研究・技術開発運営費交付金に必要な経費(13)（新規）
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【平成28年度実施計画 28年４月策定に対応するもの】
所管：環境省 会計：一般会計 組織：地方環境事務所

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

×

×

③ ● ●
④ ● ●
⑤ ● ●
⑧ ● ●
⑨ ● ●

地方環境対策費
大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費(95)
廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費(95)
生物多様性の保全等の推進に必要な経費(95)
環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費(95)
環境政策基盤整備等に必要な経費(95)

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

概算要求書

地方環境事務所共通費
地方環境事務所一般行政に必要な経費(95)

地方環境事務所施設費（新規）
地方環境事務所施設整備に必要な経費(95)（新規）
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【平成28年度実施計画 28年４月策定に対応するもの】
所管：文部科学省、経済産業省及び環境省 会計：エネルギー対策特別会計 勘定：エネルギー需給勘定

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

1 ● エネルギー需給構造高度化対策費
●

事務取扱費
× 事務取扱いに必要な経費(63)

1 ● 温暖化対策に必要な経費(63) ●
× 諸支出金

返納金等の払戻に必要な経費(63)
× 予備費

予備費(98)

所管：文部科学省、経済産業省及び環境省 会計：エネルギー対策特別会計 勘定：電源開発促進勘定

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

10 ● 原子力安全規制対策費
●

× 事務取扱費

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

概算要求書

温暖化対策に必要な経費(63)

概算要求書

原子力の安全規制対策に必要な経費(63)

原子力の安全規制対策に必要な経費(63)
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【平成28年度実施計画 28年４月策定に対応するもの】
所管：復興庁 組織：復興庁

政策評価 政策評価 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
調書番号 の対象 （項） （事項）

× 環境省共通費
環境省一般行政に必要な経費(95)

環境保全復興政策費
3 ● ●
4 ● ●
5 ● ●
10 ● ●
10 ● 環境保全復興事業費

●
東日本大震災復興事業費

4 ● ●
5 ● ●

× 東日本大震災復興自然公園等事業工事諸費

政策評価調書（政策評価体系と予算書の対応表）

会計：東日本大震災復興特別会計
概算要求書

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費(95)
廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費(95)
生物多様性の保全等の推進に必要な経費(95)
放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費(95)

放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費(95)

廃棄物処理施設整備に必要な経費(45)
自然公園等事業に必要な経費(45)

東日本大震災復興に係る自然公園等事業工事諸費に必要な経費(45)
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【政策ごとの予算額等】

230,211,657

25年度

＜5,386,860＞

3,266,000

207,581,927

＜5,224,844＞

＜5,386,860＞

＜5,163,762＞

＜5,300,000＞

213,835,190

＜0＞

212,105,556

＜0＞

＜0＞

298,499,581 361,620,011
当 初 予 算 （ 千 円 ）

△ 1,729,634

＜0＞

26年度

＜5,300,000＞

政策評価調書（個別票1）

0

＜5,100,000＞

29年度概算要求額

196,332,720

0

28年度27年度

政策名

＜5,190,478＞

＜5,386,860＞

146,423,451

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

地球温暖化対策の推進

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

3,752,632

213,005,077

＜5,386,860＞

17,206,580

＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため事業を見直し等を行った。

評価方式 実績 番号 ①

154,399,600

147,380,968

補 正 予 算 （ 千 円 ）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般会計 環境本省 △ 11,875

● 2
エネルギー
対策特別会
計

エネルギー需給勘定 △ 2,478,958

● 3
エネルギー
対策特別会
計

エネルギー需給勘定 -

● 4

◆ 1 一般会計 環境本省 -

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般会計 環境本省 ＜ ＞ ＜ ＞ -

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

小計

政策評価調書（個別票2）

136,800,000

地球温暖化対策の推進に必要な経費

項

地球温暖化対策推進費

エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

環境研究総合推進費

石油石炭税財源のエネルギー需給構造高度化対策に係る
エネルギー対策特別会計エネルギー受給勘定へ繰入れに
必要な経費

石油石炭税財源エネルギー需給構造
高度化対策費エネルギー対策特別会
計へ繰入

△ 2,490,833合計

地球温暖化対策の推進 ①

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

政策名

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

環境研究総合推進に必要な経費

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

事務取扱費

予算額

小計

28年度
当初予算額

小計

5,100,000

611,051

155,789,188

199,342

156,599,581

温暖化対策に必要な経費

298,499,581

の内数＜5,100,000＞

29年度
概算要求額

1,785,904

188,034,305

199,802

190,020,011

171,600,000

＜5,100,000＞ の内数

136,800,000

171,600,000

の内数

△ 2,490,833

361,620,011
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ①
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 551,833 △ 551,833 △ 551,833

● 2 1,000,000 △ 1,000,000 △ 1,000,000

● 2 888,000 △ 888,000 △ 888,000

● 2 341,000 290,000 △ 51,000 △ 51,000

△ 2,490,833合計

予算額

地球温暖化対策の推進

自立・分散型低炭素エネル
ギー社会構築推進事業

風力発電等に係る環境アセス
メント基礎情報整備モデル事
業

低炭素社会の実現に向けた中
長期的温室効果ガス排出削減
工程検討及びボトルネック解
消等調査費

政策名

事務事業名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

整理番号

風力発電等に係る地域主導型
の戦略的適地抽出手法の構築
事業

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため
事業を見直し、予算要求を行わないこととした。

政策評価結果を踏まえ、地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため
事業を見直し、予算要求を行わないこととした。

政策評価結果を踏まえ、所要の目的を達成したため、予算要求を行わないこと
とした。

政策評価結果も踏まえ、風力発電等に係る地域主導型の戦略的適地抽出手法の
構築事業の目的である適地抽出手法のガイド策定及び活用普及向上に必要な予
算を要求する一方、効率的な実施となるよう経費縮減を図り、予算の減額要求
を行った。
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、フロン類算定漏えい量報告・公表制度に必要な予算を重点的に要求する一方、フロン類の適正管理推進モデル事業について
経費縮減を図り、予算の増額要求を行った。

評価方式 実績 番号 ②

2,219,276

2,219,790

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

地球環境の保全

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

△ 514

280,246,653

＜5,386,860＞

513,856

＜0＞

政策名

＜5,190,478＞

＜5,386,860＞

2,131,459

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜5,100,000＞

29年度概算要求額

2,314,067

0

28年度27年度

2,660,383
当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

＜0＞

26年度

＜5,300,000＞

政策評価調書（個別票1）

0

＜5,300,000＞

2,529,951

＜0＞

2,529,951

＜0＞

＜0＞

7,716,852

280,760,509

25年度

＜5,386,860＞

0

160,938,269

＜5,224,844＞

＜5,386,860＞

＜5,163,762＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般会計 環境本省 △ 19,136

● 2 一般会計 環境本省 -

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 一般会計 環境本省 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 19,136

2,660,383

＜5,100,000＞ の内数

の内数5,100,000

29年度
概算要求額

2,440,383

220,000

2,660,383

7,716,852

2,396,852

220,000

2,616,852

予算額

小計

28年度
当初予算額

小計

5,100,000

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

環境研究総合推進に必要な経費

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

△ 19,136合計

地球環境の保全 ②

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

政策名

環境研究総合推進費

政策評価調書（個別票2）

地球環境の保全に必要な経費

項

地球環境保全費

地球環境保全等試験研究費 地球環境保全等試験研究に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ②
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 233,184 243,090 9,906 △ 19,136

△ 19,136

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、フロン類算定漏えい量報告・公表制度等に必要な予算
を重点的に要求する一方、フロン類の適正管理推進モデル事業について経費縮
減を図り、予算の増額要求を行った。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

地球環境の保全

フロン等対策推進調査費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、測定機器の更新の見直しによる経費縮減を行った。

評価方式 実績 番号 ③

16,328,617

6,340,795

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

大気・水・土壌環境等の保全

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

9,988,275

5,895,412

＜0＞

84,601,377

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

15,854,341

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

8,418,522

2,601,467

28年度27年度

10,085,345
当 初 予 算 （ 千 円 ）

△ 87,589

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

2,499,470

＜0＞

6,485,370

＜0＞

8,999,248

＜0＞

＜0＞

6,511,064

92,996,259

25年度

＜0＞

△ 453

90,719,579

＜0＞

＜0＞

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般会計 環境本省 △ 1,445

● 2 一般会計 地方環境事務所

● 3
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 1,445

10,085,345

の内数

29年度
概算要求額

9,506,804

1,326

577,215

10,085,345

6,511,064

6,511,064

小計

28年度
当初予算額

5,759,079

1,326

750,659

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費環境保全復興政策費

予算額

合計

大気・水・土壌環境等の保全 ③

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 1,445

政策名

政策評価調書（個別票2）

大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

項

大気・水・土壌環境等保全費

地方環境対策費 大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ③
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 59,375 59,375 △ 1,445

△ 1,445

政策評価結果の概算要求への反映内容

測定機器の更新について、必要最小限にとどめ、予算要求額を削減した。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

大気・水・土壌環境等の保全

自動車交通環境監視測定費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、人件費、旅費等について経費縮減を図り、必要最小限の予算額とした。

評価方式 総合･実績･事業 番号 ④

601,234,258

182,588,277

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

廃棄物･リサイクル対策の推進

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

350,724,922

87,985,361

＜0＞

60,858,469

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

481,188,816

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

131,811,687

52,496,614

28年度27年度

108,249,983
当 初 予 算 （ 千 円 ）

11,973,196

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

58,397,174

＜0＞

77,411,345

＜0＞

141,881,155

＜0＞

＜0＞

84,728,300

207,241,004

25年度

＜0＞

67,921,059

169,959,668

＜0＞

＜0＞

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般会計 環境本省 △ 1,782

● 2 一般会計 環境本省

● 3 一般会計 地方環境事務所

● 4
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 5
東日本大震
災復興特別

復興庁

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 1,782

108,249,983

の内数

29年度
概算要求額

14,711,563

72,049,166

24,362

9,002,892

108,249,983

12,462,000

84,728,300

24,766,276

84,728,300

10,983,000

小計

28年度
当初予算額

10,132,495

38,822,166

24,363

事項

東日本大震災復興事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

環境保全復興政策費

地方環境対策費

予算額

合計

廃棄物･リサイクル対策の推進 ④

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 1,782

政策名

政策評価調書（個別票2）

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費

項

廃棄物・リサイクル対策推進費

廃棄物処理施設整備費 廃棄物処理施設整備に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ④
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 4,001 3,257 △ 744 △ 744

● 1 5,691 5,688 △ 3 △ 1,038

△ 1,782

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、人件費等について経費縮減を図り、予算の減額要求を
行った。

政策評価結果を踏まえ、旅費等について経費縮減を図り、予算の減額要求を
行った。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

廃棄物･リサイクル対策の推進

石綿含有廃棄物無害化処理技
術認定事業

産業廃棄物処理業優良化推進
事業費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

政策評価結果を踏まえ、「日本の国立公園と世界遺産を活かした地域活性化推進費」、「山岳環境保全対策費」等の事業を効率的に実施するよう努
めるとともに、予算要求を行う事業内容の見直し及び所要額の精査により、概算要求額を縮減。

評価方式 実績 番号 ⑤

27,987,579

16,072,933

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

生物多様性の保全と自然との共生の推進

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

10,122,646

16,622,164

＜0＞

△ 416,229

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

19,487,683

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

17,102,130

1,370,313

28年度27年度

19,366,273
当 初 予 算 （ 千 円 ）

107,228

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

2,809,975

＜0＞

17,442,760

＜0＞

18,920,301

＜0＞

＜0＞

16,098,528

19,015,910

25年度

＜0＞

1,792,000

17,410,864

＜0＞

＜0＞

＜0＞



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 環境本省 △ 68,947

● 2 一般 地方環境事務所

● 3 一般 環境本省

● 4 一般 環境本省

● 5
東日本大震
災復興特別
会計

復興庁

● 6
東日本大震
災復興特別
会計

復興庁

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 68,947

19,366,273

の内数

29年度
概算要求額

6,637,989

1,977,434

1,900,672

8,113,966

19,366,273

544,358

191,854

16,098,528

8,113,496

16,098,528

859,231

191,854

小計

28年度
当初予算額

4,933,498

1,801,137

199,312

事項

東日本大震災復興事業費 自然公園等事業に必要な経費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

環境保全施設整備に必要な経費

自然公園等事業費

環境保全施設整備費

環境保全復興政策費 生物多様性の保全等の推進に必要な経費

予算額

合計

生物多様性の保全と自然との共生の推進 ⑤

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 68,947

政策名

政策評価調書（個別票2）

自然公園等事業に必要な経費

生物多様性の保全等の推進に必要な経費

項

生物多様性保全等推進費

地方環境対策費 生物多様性の保全等の推進に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑤
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 29,715 29,371 △ 344 △ 4,855

● 1 450,000 428,101 △ 21,899 △ 43,515

● 1 106,014 86,598 △ 19,416 △ 20,577

△ 68,947

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、森林、乾燥地等の調査等について効果的な執行を図る
ことで、要求額を縮減した。

政策評価結果を踏まえ、当該事業のうち、国立公園協働型管理運営体制強化事
業について業務内容を見直し、要求額を縮減した。

政策評価結果を踏まえ、これまでの執行状況を踏まえて所要額を精査し、要求
額を縮減した。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

生物多様性の保全と自然との共生の推進

日本の国立公園と世界遺産を
活かした地域活性化推進費

山岳環境保全対策費

森林・乾燥地・極地保全対策
費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行経費について、政策評価結果を踏まえ、化審法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価を着
実に推進しつつ、運用していたデータベースを廃止・統合するなどの見直し・効率化を図り、概算要求の縮減を行った。

評価方式 実績 番号 ⑥

1,436,992

1,559,417

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

化学物質対策の推進

政策目標の達成度合い 目標達成

△ 122,002

1,521,322

＜0＞

122,002

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

1,223,617

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

1,280,380

△ 1,126

28年度27年度

2,064,654
当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

△ 444

＜0＞

1,549,688

＜0＞

1,548,562

＜0＞

＜0＞

1,547,523

1,642,880

25年度

＜0＞

△ 423

1,216,468

＜0＞

＜0＞

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 環境本省 △ 5,037

● 2

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 5,037

2,064,654

の内数

1,547,523

2,064,6541,547,523

小計

予算額

28年度
当初予算額

1,547,523

事項
29年度

概算要求額

2,064,654

化学物質対策の推進 ⑥

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 5,037

政策名

政策評価調書（個別票2）

化学物質対策の推進に必要な経費

項

化学物質対策推進費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑥
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 261,980 298,594 36,614 △ 5,037

△ 5,037

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、化審法に基づくスクリーニング評価及びリスク評価を
着実に推進しつつ、運用していたデータベースを廃止・統合するなどの見直
し・効率化を図り、概算要求の縮減を行った。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

化学物質対策の推進

化学物質の審査及び製造等の
規制に関する法律施行経費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

公害健康被害補償基礎調査費について、政策評価結果を踏まえ、公健法に基づく公正な補償、円滑な制度運営に資するため、療養給付の実態を適切
に把握しつつ、平成29年度に必要な調査項目を精査し、概算要求の縮減を行った。

評価方式 実績 番号 ⑦

25,491,708

25,239,534

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

環境保健対策の推進

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

△ 274,785

25,631,179

＜0＞

69,280

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

25,238,220

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

23,715,361

△ 414,296

28年度27年度

25,372,495
当 初 予 算 （ 千 円 ）

115,988

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

△ 446,654

＜0＞

25,197,506

＜0＞

24,899,198

＜0＞

＜0＞

25,101,773

25,253,805

25年度

＜0＞

526,959

24,896,978

＜0＞

＜0＞

＜0＞



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 環境本省 △ 2,890

● 2 一般 環境本省

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 2,890

25,372,495

の内数

25,101,773

7,616,000

25,372,49525,101,773

小計

予算額

28年度
当初予算額

17,286,773

7,815,000

事項
29年度

概算要求額

17,756,495

環境保健対策の推進 ⑦

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 2,890

政策名

政策評価調書（個別票2）

環境保健対策の推進に必要な経費

項

環境保健対策推進費

自動車重量税財源公害健康被害補償
費

自動車重量税財源公害健康被害補償に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑦
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 13,874 10,984 △ 2,890 △ 2,890

△ 2,890

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、公健法に基づく公正な補償、円滑な制度運営に資する
ため、療養給付の実態を適切に把握しつつ、平成29年度に必要な調査項目を精
査し、概算要求の縮減を行った。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

環境保健対策の推進

公害健康被害補償基礎調査費

政策名
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【政策ごとの予算額等】

1,171,546

25年度

＜0＞

0

1,092,037

＜0＞

＜0＞

＜0＞

＜0＞

1,123,197

＜0＞

1,123,197

＜0＞

＜0＞

1,046,061 1,179,972
当 初 予 算 （ 千 円 ）

0

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

0

＜0＞

29年度概算要求額

1,050,743

0

28年度27年度

政策名

＜0＞

＜0＞

1,199,053

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

環境・経済・社会の統合的向上

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

0

1,171,546

＜0＞

0

＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

国等におけるグリーン購入推進経費について、政策評価における執行率を反映し、予算の減額要求をした。

評価方式 実績 番号 ⑧

1,246,262

1,246,262

補 正 予 算 （ 千 円 ）
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 環境本省 △ 2,014

● 2 一般 地方環境事務所

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

小計

政策評価調書（個別票2）

環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費

項

環境・経済・社会の統合的向上費

地方環境対策費 環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

△ 2,014

政策名

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

環境・経済・社会の統合的向上 ⑧

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

28年度
当初予算額

912,831

133,230

事項
29年度

概算要求額

1,045,704

1,046,061

小計

134,268

1,179,972

の内数

1,046,061

の内数

△ 2,014

1,179,972
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑧
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 59,623 57,681 △ 1,942 △ 2,014

△ 2,014合計

予算額

環境・経済・社会の統合的向上

国等におけるグリーン購入推
進経費

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

国等におけるグリーン購入推進経費について、政策評価における執行率を反映
して、予算の減額要求をした。



別紙10－3

【政策ごとの予算額等】

1,171,546

25年度

0

1,092,037

＜953,136＞

＜953,136＞

＜953,136＞

＜953,136＞

27,035,594

＜0＞

29,303,967

＜0＞

＜0＞

26,650,221 29,173,144
当 初 予 算 （ 千 円 ）

760,013

＜0＞

26年度

＜953,136＞

政策評価調書（個別票1）

0

＜0＞

29年度概算要求額

28,223,208

1,508,360

28年度27年度

政策名

＜0＞

1,199,053

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

環境政策の基盤整備

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

0

1,171,546

＜953,136＞

0

＜0＞

政策評価結果の概算要求
への反映状況

環境影響評価制度合理化・最適化経費について、アジア各国における現地調査経費等について経費縮減を図る一方、環境影響評価法の対象となり得
る事業の調査検討に必要な予算について重点化し、予算の増額要求を行った。

評価方式 実績 番号 ⑨

1,246,262

1,246,262

補 正 予 算 （ 千 円 ）



別紙10-3

番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 環境本省 △ 6,927

● 2 一般 環境本省

● 3 一般 環境本省

● 4 一般 環境本省

● 5 一般 地方環境事務所

◆ 1 一般 環境本省

◆ 2 一般 環境本省

◆ 3 一般 環境本省

◆ 4 一般 環境本省

◆ 5 一般 環境本省

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

小計

政策評価調書（個別票2）

13,809,566

環境政策基盤整備等に必要な経費

項

環境政策基盤整備費

環境政策基盤整備費 環境問題に対する調査・研究・技術開発に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

環境調査研修所

△ 6,927

政策名

国立研究開発法人国立環境研究所施
設整備費

国立研究開発法人国立環境研究所施設整備に必要な経費

小計

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人環境再生保全機構運営
費

小計

独立行政法人環境再生保全機構環境保全研究・技術開発
運営費交付金に必要な経費

環境政策の基盤整備 ⑨

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

環境保全に関する調査、研修等に必要な経費環境調査研修所

予算額

28年度
当初予算額

2,565,585

4,465,919

681,989

事項

地方環境対策費 環境政策基盤整備等に必要な経費

独立行政法人環境再生保全機構運営
費

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に必要な経
費

222,957

12,840,655

177,075

環境調査研修所施設整備に必要な経費

26,650,221

29年度
概算要求額

2,349,218

4,177,220

780,954

7,342,267

34,875

63,938

1,733,606

5,900,000

316,761

の内数

128,024

1,586,025

21,830,877

の内数

△ 6,927

29,173,144

環境研究総合推進費 環境研究総合推進に必要な経費 5,100,000

国立研究開発法人国立環境研究所運
営費

国立研究開発法人国立環境研究所運営費交付金に必要な
経費

11,695,485 13,816,572

27,162
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑨
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 1 59,879 90,056 30,177 △ 6,927

△ 6,927合計

予算額

環境政策の基盤整備

環境影響評価制度合理化・最
適化経費

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容

環境影響評価制度合理化・最適化経費について、アジア各国における現地調査
経費等について経費縮減を図る一方、環境影響評価法の対象となり得る事業の
調査検討に必要な予算について重点化し、予算の増額要求を行った。
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【政策ごとの予算額等】

政策評価結果の概算要求
への反映状況

原子力災害影響調査等交付金について、政策評価結果を踏まえ、原子力被災者の健康確保に万全を期しつつ、必要な予算を精査し、概算要求の縮減
を行った。

評価方式 事業 番号 ⑩

366,794,545

611,063,313

補 正 予 算 （ 千 円 ）

計（千円）

＜0＞

放射性物質による環境の汚染への対処

政策目標の達成度合い 相当程度進展あり

△ 324,676,047

499,782,121

＜0＞

20,077,476

＜0＞

政策名

＜0＞

＜0＞

402,068,583

予
算
の
状
況

　　執 行 額（千円）

＜0＞

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

＜0＞

29年度概算要求額

638,059,186

0

28年度27年度

761,866,328
当 初 予 算 （ 千 円 ）

51,465,574

＜0＞

26年度

＜0＞

政策評価調書（個別票1）

150,000,000

＜0＞

632,143,277

＜0＞

683,608,851

＜0＞

＜0＞

873,180,874

669,859,597

25年度

＜0＞

80,407,279

494,714,505

＜0＞

＜0＞

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 東日本大震災復興特別復興庁

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3
エネルギー
対策特別会
計

電源開発促進勘定 △ 51,856

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

△ 51,856

761,866,328

の内数

29年度
概算要求額

477,645,760

282,026,074

2,194,494

761,866,328

873,180,874

873,180,874

原子力の安全規制対策に必要な経費原子力安全規制対策費

予算額

28年度
当初予算額

712,260,804

158,769,035

2,151,035

事項

放射性物質による環境の汚染への対処 ⑩

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

小計

合計

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

△ 51,856

政策名

政策評価調書（個別票2）

放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

項

環境保全復興政策費

環境保全復興事業費 放射性物質による環境の汚染への対処に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

小計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⑩
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

● 3 518,520 466,664 △ 51,856 △ 51,856

△ 51,856

政策評価結果の概算要求への反映内容

政策評価結果を踏まえ、原子力被災者の健康確保に万全を期しつつ、必要な予
算を精査し、概算要求の縮減を行った。

事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

放射性物質による環境の汚染への対処

原子力災害影響調査等交付金

政策名


